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中国商標法第三次改正のポイント 

 

はじめに 

 

 2013 年 8 月 30 日、｢中華人民共和国商標法改正について

の決定｣が第 12 期全国人民代表大会常務委員会第 4 回会

議を通過し、第三次改正商標法が公布されました(以下、｢新

商標法｣といいます)。これにより、第二次商標法改正(2001 年

10 月 27 日公布、2001 年 12 月 1 日施行)後の 2003 年頃か

ら 10 年の長きに渡った｢商標法｣第三次改正作業が完了しま

した。 

 改正後の新商標法は、条文数は 64 条から 73 条に増加し、

内容面では著名商標制度の整備、商標登録審査期限の新

設、商標異議制度の整備、商標権侵害の救済制度の整備等

の点について制度改善がなされました。新商標法は、2014 年

5 月 1 日に発効します。 

 以下、主要な改正内容を紹介いたします。 

 

1. 著名商標に関する改正 

 

(1) 著名商標(注：中国語で｢馳名商標｣)の機能適正化 

 

 第 14 条第 5 項は、著名商標という文字を商品、商品の包

装や容器、広告宣伝、展示やその他の商業活動に使用する

ことを禁じています。 

 本来著名商標は、当事者の請求により、当該案件において

認定する必要がある場合にのみ認められるべきものです(受

動的認定の原則、個別事件認定原則1、第 14 条第 1 項参照)

が、中国では著名商標について、あたかも商品の品質やス

テータスを示す名誉称号的な捉え方をされる例が少なくありま

せん。このような風潮が生まれた背景には、過去において多

数の地方政府が、著名商標に対して奨励金(数百万元に及ぶ

こともある)を出したり、企業が著名商標を獲得することを奨励

する等の政策を行っていた事情があると思われます。その結

果として、著名商標を取得しようとする企業による商標に関す

る行政処罰、商標異議手続、商標無効審判、侵害訴訟の濫

発を招き、行政、司法システムにおける人的・物的資源の浪

費を招くのみならず、地方の裁判所において著名とは言い難

い商標が著名商標に認定されるといった事態が発生したこと

が指摘されています。 

 このような不都合を踏まえ、同項は、法の趣旨を超えた著名

商標の濫用に歯止めをかけようとしているものと解されます。 

 

(2) 著名商標認定の 3 つの手続の明確化 

 

 新商標法第 14 条では、著名商標の保護請求(第 13 条第 1

項)について、権利者が採りうる 3 つの手続を明示していま

す。著名商標を主張する手続については、従前から｢商標法

実施条例｣第 5 条第 1 項が、商標登録及び商標審査の過程

において紛争が生じた場合における商標局又は商標評審委

員会の審査を定め、｢商標民事紛争案件の審理における法律

適用の若干問題に関する解釈｣第 22 条第 1 項が、人民法院

の商標に関する紛争の審理における審査を定める等していま

したが、新商標法は、法律レベルにおいて包括的な規定を設

け、手続の 3 つのルートを明確化しました。 

 
審査機関 著名商標の主張・認定がなされる場面 

商標局 商標登録審査、工商行政管理部門による商標違

反案件の調査処理の過程(第 14 条第 2 項) 

商標評審委員会 商標争議案件処理の過程(第 14 条第 3 項) 

最高人民法院指定の

人民法院 

商標の民事、行政案件審理の過程(第 14 条第 4

項) 

 

2. 商標審査期間の短縮 

 

(1) 改正の背景事情 

 

 中国における 2012 年の商標出願受理件数は 164.8 万件で

あり、11 年連続で世界一を記録しています。また、商標出願

審査件数は 122.7 万件、異議裁定案件は 7.3 万件であり、
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2012 年末現在の累計出願件数は 1,136 万件、累計登録件数

は 765.6 万件となっています2。このような大量の出願件数の

中、商標局は経験の蓄積により審査効率の向上を図っている

ものの、現行の商標法には商標審査期間を限定する規定も

なく、商標登録までに時間がかかるという批判がありました。

そこで、今回の改正では、審査実務を踏まえて、商標審査期

限を明確にしています。 

 同時に、商標審査期間をより短縮するため、商標登録制

度、商標異議制度等についても以下のような制度改革を行っ

ています。 

 

(2) 商標審査期限の明確化 

 

 現行商標法においては、審査期間についての基準が設けら

れていないため、以下のような基準を定め、手続の迅速化を

図っています。 

 

 主体 手続 期間 延長3 根拠条文 

① 商標局 商標登録の審査期間 9 ヶ月 － 第 28 条 

② 商標評審

委員会 

出願拒絶への再審査の

期間 

9 ヶ月 3 ヶ月 第 34 条 

③ 商標局 商標異議の審査期間 12 ヶ月 6 ヶ月 第 35 条

第 1 項 

④ 商標評審

委員会 

商標異議への再審査の

期間 

12 ヶ月 6 ヶ月 第 35 条

第 3 項 

⑤ 商標評審

委員会 

無効審判(絶対的無効理

由)の審査期間 

9 ヶ月 3 ヶ月 第 44 条

第 3 項4 

⑥ 商標評審

委員会 

無効審判(相対的無効理

由)の審査期間 

12 ヶ月 6 ヶ月 第 45 条

第 2 項 

⑦ 商標評審

委員会 

無効審判への再審査の

期間 

9 ヶ月 3 ヶ月 第 44 条

第 2 項5 

⑧ 商標局 登録商標取消の審査期

間 

9 ヶ月 3 ヶ月 第 49 条

第 2 項 

⑨ 商標評審

委員会 

登録商標取消への再審

査の期間 

9 ヶ月 3 ヶ月 第 54 条

第 1 項 

 

(3) 申立事由及び申立権者の制限 

 

 現行商標法においては、誰でも申立理由の制限無く異議申

立ができるとされていますが、新商標法においては申立の理

由や申立権者について、以下の通りの制限が設けられていま

す。 

 

 改正前 改正後 

分類 － 
相対的無効理由 (第

45 条) 

絶対的無効理由 (第

44 条) 

申立人 
誰でも申立

可 

先行権利者又は利害

関係者 

誰でも申立可 

申立理由 
制限されて

いない 

第 13 条第 2 項、第 3

項(著名商標) 

第 15 条(代理人不正

出願) 

第 16 条第 1 項(地理

的表示) 

第 30 条(初歩査定公

告) 

第 31 条(先願登録) 

第 32 条(抜け駆け登

録等) 

第 10 条(商標使用が

禁止されている文字、

図形) 

第 11 条(商標使用が

禁止されている標識) 

第 12 条(商標使用が

禁止されている立体

標識) 

 

(4) 出願手続の簡素化 

 

 商標出願の際、一通の申請で多数の商品類について同一

の商標を出願することができ、電子データの形での出願も受

け入れることになりました(第 22 条)。このような電子データの

形での国内出願は、既に 2009 年 1 月 20 日から可能となって

いましたが、外国人、外国法人については現状認められてお

らず(商標ネット申請試用弁法6第 8 条第 6 号)、いつから可能

になるかは、今のところ発表されていません。 

 

(5) 商標異議制度の改正 

 

 現行商標法では、商標の登録出願にあたり第三者が不服

申立を行った場合、最多で審査が 4 回にわたり、手続が長期

化する可能性があります。すなわち、初期審査で商標法の関

連規定に合致するとして初期査定・公告がなされ、これに対す

る異議手続において、商標局が異議理由なしと判断しても、

当事者が不服申立を続ける限り、商標評審委員会への再審

査請求、人民法院への提訴と手続が長期化します。仮に第三

者からの不服申立に理由がないものであったとしても、これら

を最後までクリアしないと商標登録できないことになります。 

 この点について新商標法は、商標局への異議手続におい

て、異議理由なしとして登録査定が行われた場合には直ちに

商標登録を受けることができ、後は当該商標に対する無効審

判請求の中で、かかる商標の有効性を争っていく手続に変更

しました。詳細については、以下の図をご参照ください。 
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現行商標法の登録出願手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新商標法の登録出願手続の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 悪意冒認出願に対する規制の厳格化 

 

 不当な利益を得るための悪意による冒認出願には多様な類

型が出てきており、現行の商標法では十分に対処できていな

いものもありました。そこで、今回の改正においては、悪意あ

る冒認出願についてより詳細な規定を設け、新たな類型に対

処するための一般条項も設けています。 

 

(1) 一般条項の追加 

 

 第 7 条第 1 項には、｢商標の出願及び使用は誠実信用の原

則に従わなければならない。｣という原則が新たに規定されま

した。これにより、今後出現する新たな類型の権利侵害行為

についての明確な対処規定がない場合であっても、一般原則

を基礎に、適切な法的対処が可能となることが期待されま

す。 

 

(2) 商標代理機構の代理行為の明確化 

 

 現行法下では、商標代理事務所等の業務について｢商標代

理管理弁法｣が規制しており、商標代理人に守秘義務が課さ

れ(同弁法第 11 条)、悪意での出願や、違法、詐欺的な出願

であることを知りつつ依頼を受けることが禁止され(同弁法第

12 条)、これについて警告や罰金等も定められていました(同

弁法第 14 条)。新商標法においては、これらの規制を法律レ

ベルで規定するとともに、より詳細な規律を定めています。 

 まず、第 19 条は、信義誠実という代理機構が従うべき基本

原則を明記するとともに、代理業務の過程で取得した依頼者

の商業秘密について守秘義務を負う旨規定しています。 

 また、登録される見込みの無い出願の依頼を受任すること

により依頼者が損害を受けることのないよう、商標法の規定

により登録が認められない可能性のある事情がある場合に

は、これを依頼者に明確に知らせるものとされています(同条

第 2 項)。 

 さらに、代理権、代表権の無い者による商標出願、悪意によ

る同一、類似商標の出願、不正な手段による抜け駆け登録に

該当することを知り、又は知り得た場合に依頼を受けることを

禁止する(同条第 3 項)とともに、代理業務以外での商標登録

出願を禁止しています(同条第 4 項)。 

 

(3) 冒認出願の防止 

 

 現行商標法においても、無権代理人や無権代表者による商

標登録出願に対しては、代理、代表される本人の異議により

出願を拒絶し、商標の使用を禁止する制度は存在しました(現

商標登録証の交付 

 

初期審査 

再審査(商標評審委員会) 提訴(人民法院) 

提訴(人民法院) 

不服申立(15 日以内) 

30 日以内 

再審査(商標評審委員会) 異議手続(商標局) 

拒絶 公告 

あり 

15 日以内 

30 日以内 

なし 

期間内の異議の申立 

(3 ヶ月) 

商標登録証の交付 

 

初期審査 

9 ヶ月以内 

不服申立(15 日以内) 

拒絶 公告 

あり 

なし 

期間内の異議申立 

(3 ヶ月) 

15 日以内 

 
再審査(商標評審委員会) 

12 ヶ月以内+6 ヶ月 

無効宣告申請(商標評審委員会) 

9 カ月以内+3 カ月 

無効宣告申請(商標評審委員会) 

12 カ月以内+6 カ月 

第 44 条 
登録日から 5 年以内 

(悪意除く) 

 

30 日以内 

 

登録査定 

 

再審査(商標評審委員会) 

9 ヶ月以内+3 ヶ月 

異議手続(商標局) 

12 ヶ月以内+6 ヶ月 

拒絶査定 

商標登録 

公告 

無効事由 

提訴(人民法院) 

提訴(人民法院) 

提訴(人民法院) 

30 日以内 

 

提訴(人民法院) 

30 日以内 

 

30 日以内 

 

第 45 条 
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行商標法第 15 条第 1 項)。新商標法ではこれに加え、取引先

や代理店等による冒認出願の防止の趣旨から、契約、業務

取引、その他の関係により未登録商標の存在を知った者が、

当該未登録商標と同一又は類似商品について、同一又は類

似の商標登録の出願を行った場合に、当該未登録商標の使

用者が異議を申し立てれば、その商標登録出願は拒絶され、

出願に係る商標の使用は禁止するという規定を新たに設けま

した(第 15 条第 2 項)。 

 

(4) 先使用権保護の導入 

 

 ある商標が未登録の状態であっても、ビジネスにおいて継

続的に使用することにより、社会において商標に対する信頼

等が生じる場合があります。このような場合に、当該商標が未

登録であることを知った者が悪意でこれを商標登録し、元から

の使用者による使用を妨害する事態が考えられ、その結果、

先使用者の利益だけでなく社会の当該商標に対する信頼も

害されてしまいます。 

 そこで、新商標法においては、商標登録者が商標登録の出

願をする前に、他人が既に同一の商品又は類似の商品につ

いて、先に同登録商標と同一又は類似の商標を使用し、一定

の影響力を有するに至っている場合、その登録商標権者は、

先使用者の元の使用範囲での継続使用を禁止することがで

きない旨を定めました(第 59 条第 3 項本文)。但し、登録商標

権者と先使用者の商標について混同が生じることを防ぐため

に、先使用者に対して適切な区分標識の付加を求めることが

できるとしています(同項但書)。 

 

(5) 他人の商標を企業名称として登記する行為への対処 

 

 新商標法は、他人の登録商標や未登録の著名商標を企業

名称の一部として使用し、公衆を誤認させる行為が、不正競

争行為を構成し、反不正当競争法により処理されるとしてい

ます(第 58 条)。 

 他社のよく知られた商標を企業名称として地方工商局に登

記し、それを自社名の表示として商品上に記載することによ

り、当該他社の製品と誤認させるタイプの商標権侵害行為(中

国で｢傍名牌｣と呼ばれる)が大きな問題となっています。この

ような行為を、商標法の問題として処理すべきか、反不正競

争法の問題として処理すべきかについては以前から議論と

なっており 7、裁判実務においては両方とも根拠として並立的

に主張するケースが見受けられました。 

 今回の改正において、新商標法は後者の立場を採用しまし

た。この問題に関して反不正競争法は、無断で他人の商号を

使用し、他人の商品と誤認させる場合には不正競争行為に該

当するとしています(同法第 5 条 3 号)が、他人の商標を企業

名称として登記する行為について具体的に規制した条文は無

く、また同法に関する行政規定や司法解釈は商標法に比べる

と少ないこともあり、同法に基づく保護が十分といえるかが問

題となります。 

 また、新商標法第 58 条の｢反不正当競争法により処理され

る｣という文言が何を意味するかは必ずしも明確ではありませ

ん。例えば、著名商標を企業名称として登記し、公衆を欺き、

又は公衆に対して誤解をもたらすおそれがある場合に、工商

行政管理局に取消を申請できることを定めた現行の商標法実

施条例第 53 条が、新法の下で改正・削除される可能性もあ

り、実施条例の改正における注目点といえます。もとより、工

商行政管理局はこのような登記の取消に積極的ではないと言

われているところでしたが、商標法に基づく救済が完全に排

除される事態となった場合、商標権者の権利保護として十分

なのかという観点から議論があると思われます。 

 

4. 商標権侵害に関する修正 

 

 今回の改正以前においては、商標権侵害の法定損害賠償

制度(損害に関する立証なくとも裁判官が裁量で賠償を命じる

ことができる)は、特許法と平仄を合わせたものになっていまし

た。2008 年施行の改正特許法において法定損害賠償の上限

額の引き上げ(50 万元→100 万元)がなされたことに伴い、

2012 年 12 月に全国人民代表大会から公表された商標法改

正案においても、法定損害賠償金の上限額は特許法と同様

に 100 万元とされていました。 

 しかしながら、改正案のパブリックコメントにおいて、商標権

侵害においては権利保護コストが高く、実際に訴訟に勝ったと

しても、多額の費用を要するのに十分な救済を受けられない

ケースが多いという指摘がありました。これを受けて損害賠償

金を特許法より引き上げる等、以下のような権利保護強化を

図っています。 

 

(1) 罰則の強化 

 

 新商標法第 60 条第 2 項においては、違法経営額が 5 万元
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以上の場合、違法経営額の 5 倍以下の過料に処し、違法売

上額が無い又は 5 万元未満の場合、25 万元以下の過料を課

すことができるとしています。また、5 年以内に商標侵害行為

が 2 回以上あった場合、又はその他の重大な情状がある場

合には、より厳重な処罰に処することとしています。 

 これは、現行商標法の下で制定された商標法実施条例第

52 条が、過料の額を不法経営額の 3 倍以下とし、不法経営

額を計算できない場合は 10 万元以下の過料としていたもの

を、金額を引き上げて法律レベルで規定したものといえます。 

 

(2) 損害賠償額の認定方法の詳細化、法定損害賠償額の

増額、懲罰的賠償制度の導入 

 

 まず、原則的な損害賠償額の算定方法について、現行商標

法では①侵害者が侵害期間中に侵害により得た利益、又は

②被侵害者が侵害により受けた損害の何れかとしている(第

56 条第 1 項)のに対し、新商標法第 63 条第 1 項では、①権

利者が実際に受けた損害に基づいて確定することを原則とし

つつ、これができない場合には、②侵害者の得た利益に基づ

いて確定することができるとしています。 

 次に、権利者(被侵害者)の損害と侵害者の利益を何れも確

定できない場合の取り扱いについて、現行商標法では人民法

院が権利侵害行為の情状に応じて 50 万元以下の賠償を判

決により命じるとされていました(第 56 条第 2 項)。この点につ

いて、新商標法では、許諾使用料(ライセンス料)を基準に賠

償額を定めることとされており、③許諾使用料の倍額を参照し

合理的に賠償額を確定するとしています(第 63 条第 1 項)。さ

らに、上記①～③の何れも確定できない場合には、人民法院

が権利侵害行為の情状に基づき、300 万元以下の賠償を命

じるとしています(同条第 3 項)。 

 このように新商標法では、損害額の認定方法の詳細化、法

定損害賠償額の増額(現行法の 50 万元から 6 倍に引き上げ)

がなされています。 

 さらに、新商標法では懲罰的な賠償制度も導入されており、

悪意で商標権を侵害し、情状が重大な場合は、上記①～③

の方法で確定された金額の 1 倍以上、3 倍以下で賠償金を

確定できるとしています(同条第 1 項)。このような懲罰的な賠

償制度の導入により、侵害者への威嚇効果を高めて侵害行

為の抑制に繋がることを期待しているといえるでしょう。 

 

5. その他の重要な改正点 

 

(1) 音声の商標登録 

 

 音声についてもそれ自体単独で、又は他の文字、図形等と

組み合わせることにより、商標として認められることになりまし

た(第 8 条)。米国、EU、豪州等では既に導入されている制度

であり、日本でも、特許庁が音声について商標権を認める方

向で今秋の通常国会の法案を提出する方針であると報じられ

ており8、中国商標法の当該改正はそのような流れに沿ったも

のと評価できるでしょう。 

 なお、新商標法において、商標として使用してはならないも

ののリストに、新たに｢国歌｣、｢軍章｣、｢軍歌｣が定められてい

ます(第 10 条第 1 号)。 

 

(2) 商標権侵害の幇助行為 

 

 新商標法第 57 条第 6 号は、他人の商標権を侵害する行為

のために故意に便宜を供与し、他人の商標権侵害の実施を

幇助する行為が商標権の侵害に該当するとしており、幇助行

為を商標権侵害の類型として挙げています。これは、現行法

の実施条例第 50 条第 2 号の規定を法律レベルに格上げし

て規定したものです。 

 

(3) 商標権者の損害賠償請求に対する商標不使用の抗弁 

 

 商標権者が、無断で当該商標を使用する者等に対して損害

賠償請求を行った場合に、当該商標の無断使用者から、商標

権者が当該商標を継続して 3 年間使用していないことを理由

に、当該商標は取り消されるべきものであり(現行商標法第

44 条第 4 号、新商標法第 49 条第 2 項)、商標権侵害の主張

には理由がないとの反論がなされることがあります。 

 このような抗弁について、新商標法第 64 条では、人民法院

が商標権者に対して、直近 3 年間に商標が使用された証拠

の提出を求めることができるとしており、商標権者がこのよう

な使用を立証できず、かつ侵害による損害の発生を立証でき

ない場合、当該商標の使用者は賠償責任を負わない旨を定

めています。 

 これは、商標は登録するだけでなく、実際に使用されること

で保護に値するという考え方の現れといえますが、将来裁判

を起こされた場合への備えという意味からも、商標の使用の
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事実に関する証拠の確保を、日常の業務においても心掛けて

おくことが必要と思われます。 

 

おわりに 

 

 新商標法の施行日までに、その実施条例の改正もなされる

ことが予想されます。既にその改正作業も進められており、今

後パブコメ用の改正案公布もなされることが予想されます。日

本企業の中国における商標ブランド戦略にとって大きな影響

を及ぼす可能性があり、注意が必要と思われます。 

                                                   
1  受動的認定の原則、個別事件認定原則については、現行法下に

おいても｢商標法実施条例｣第 5 条第 1 項において定められてい

ますが、新商標法では第 14 条第 5 項において、これをより明確化

した規定を置いています。 

2 ｢中国商標戦略年度発展報告(2012 年)｣より 

(http://sbj.saic.gov.cn/tjxx/201306/P020130613567377790213.pdf) 

3  特殊な状況があって延長が必要な場合、国務院工商行政管理部

門の許可を得て延長できます。 

4  商標局の登録査定の決定についての無効宣告請求の手続にも準

用される(第 35 条第 2 項)。 

5  商標局の登録査定の決定についての無効宣告請求の手続にも準

用される(第 35 条第 2 項)。 

6 http://sbj.saic.gov.cn/wssq/ 

7  例えば、2011 年に国務院が公表した商標法改正案の第 62 条で

は、上記商標法実施条例第 53 条の規定と同趣旨の定めを置いて

いる等、これを商標法の問題と捉えて処理しようとする動きも見受

けられました。 

8 http://sankei.jp.msn.com/economy/news/130911/fnc13091117290010-

n1.htm 
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